１     eq \o\ad(調査の概要,　　　　　　　)
１　調査の目的
　我が国の人口動態５事象（出生、死亡、婚姻、離婚及び死産）を把握し、各種施策の基礎資料とする。

２　調査の対象
　戸籍法及び死産の届出に関する規定により届けられた出生、死亡、婚姻、離婚及び死産の全数を対象としている。
　ただし、本報告書では日本における外国人及び外国における日本人の事象は除いている。
３　調査の期間

　　平成１７年１月１日～１２月３１日

４　調査の方法
　市町村長が、出生、死亡、死産、婚姻及び離婚の届書に基づいて人口動態調査票を作成し、これを保健所長、都道府県知事を経由して厚生労働大臣に送付する。
５　関係法規
人口動態調査令（昭和21年勅令第447号）
人口動態調査令施行細則（昭和23年厚生省令第６号）
戸籍法（昭和22年法律第224号）
戸籍法施行規則（昭和22年司法省令第94号）
出生証明書の様式等を定める省令（昭和27年法務・厚生省令第１号）
国籍法（昭和25年法律第147号）
死産の届出に関する規程（昭和21年厚生省令第42号）
死産届書、死産証書及び死胎検案書に関する省令（昭和27年厚生省令第12号）

６　都道府県・市町村別の集計は、出生は子の住所、死亡は死亡者の住所、死産は母の住

所、婚姻は夫の住所、離婚は別居する前の住所による。

